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第３期スポーツ基本計画に盛り込んでもらいたい施策 

調査結果報告書（ドラフト） 

調査主体： 公益財団法人 日本スポーツクラブ協会 

調査協力： 一般社団法人 全国スポーツクラブコミッション 

データ集計：公益財団法人日本スポーツクラブ協会 

調査概要 google formを利用したアンケート調査 

調査期間 202１年４月２４日（土）～５月 1０日（月） 

回答クラブ ２７３クラブ 

 

表１．調査協力クラブ上位８県 

 
 

今回の調査協力クラブは、特定非営利活動法人（NPO）および一般社団法人などの法人格

を持つクラブが全体の約 2/3。 

 

 

神奈川県 ２５クラブ

埼玉県 ２２クラブ

東京都 ２０クラブ

愛知県 １８クラブ

兵庫県 １２クラブ

宮城県 １０クラブ

新潟県 １０クラブ

奈良県 １０クラブ

調査協力クラブ（県別）

4%

33%

63%

図1．法人格の有無

未回答

法人格なし

法人格あり
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「第３期スポーツ基本計画に盛り込んでもらいたい施策」への要望（自由回答） 

 主な要望は以下のとおりである。 

 ＊総合型地域スポーツクラブの具体的役割の明確化および明文化 ➡ 認知の

向上策 

 ＊行政及び学校（含む教育委員会）と総合型地域スポーツクラブとの  

具体的な連携 強化策 

 ＊総合型地域スポーツクラブについて地域行政・学校・一般市民の認識を

高める定期的・効果的な広報戦略 

 ＊総合型地域スポーツクラブの経営基盤強化策（地域課題関連についての

委託事業等の特命随契、事業意欲の高いクラブが事業経営に挑戦できる

環境づくりの促進） 

 ＊いつでも、どこでも、誰もが安心・安全、継続的に活動できる環境づく

り（場所の 担保） 

 ＊部活動支援の財源確保、指導者資格などの明確化および明文化 

 ＊総合型地域スポーツクラブの量的整備（各市区町村に１クラブ必置） 

 ＊行政と連携したエリアマネジメントができるリーダークラブとリーダー

人材の育成 

 ＊市区町村レベルで地域スポーツ全体を俯瞰し、事業運営を一元化できる

組織・団体（スポーツコミッション等）の設置 
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◎スポーツクラブ登録制度への理解度および要望・注文 

現在、話題になっているスポーツクラブの登録制度についての理解は法人格を持つクラ

ブのほうが多いが、非常によく理解していると回答した割合は法人格の有無に関係なく 

１割に満たない（図２）。登録制度を不要と考えているクラブは全体の１割であるが、約半

数のクラブが登録制度の具体的なメリット・デメリットの説明を希望している（図３）。 

 

 

 

  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

法人格あり

(n=178)

法人格なし

(n=89)

12

15

54

26

89

37

図２．スポーツクラブ登録制度への理解度

全く理解していない ほとんど理解していない あまり理解していない

それなりに理解している 非常によく理解している

9.7%

45.0%

56.9%

38.7%

11.5%

11.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

登録制度を直ぐ進めてほしい

より具体的な説明をしてほしい

登録制度のメリットを説明してほしい

登録制度のデメリットを説明してほしい

登録制度の実施は令和5年度以降に延

期すべき

登録制度は不要

図３.スポーツクラブ登録制度への要望・注文
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◎スポーツクラブ認証制度への理解度および要望・注文 

スポーツクラブの認証制度への理解度に関しても登録制度への理解度と類似した結果とな

ったが、登録制度よりも理解度はやや低い。特に「非常によく理解している」と回答したクラブ

は法人格に関係なく約 5％にとどまっている（図４）。格付けにつながるかもしれない認証制度

についても不要とするクラブは 1割強。約8割のクラブは前向きであるが、認証制度の具体的

なメリット・デメリットの説明を要望している（図５）。 

 

 
 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

法人格あり(n=178)

法人格なし(n=90)

11

10

14

14

58

33

80

31

全く理解していない ほとんど理解していない あまり理解していない

それなりに理解している 非常によく理解している

図４．スポーツクラブ認証制度への理解度

7.1%

49.8%

56.2%

39.7%

10.5%

12.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

認証制度を直ぐ進めてほしい

より具体的な説明をしてほしい

認証制度のメリットを説明してほしい

認証制度のデメリットを説明してほしい

認証制度の実施は令和5年度以降に延

期すべき

認証制度は不要

図５.スポーツクラブ認証制度への要望・注文
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◎中間支援組織の理解度 

中間支援組織に対する理解度は 7 割以上のクラブで進んでいない（図６-１）。法人格を持つ

クラブの方が若干理解度は進んでいるが、２割のクラブはほとんど理解していないと回答して

いる。法人格を持たないクラブでは「全く理解していない」と「ほとんど理解していない」割合が

倍の４割となっている（図６‐２）。 

 

 

 

 

2.2%

25.4%

39.0%

20.2%

12.5%

図６-１.中間支援組織

への理解度

非常によく理解している

それなりに理解している

あまり理解していない

ほとんど理解していない

全く理解していない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

法人格あり(n=168)

法人格なし(n=89)

15

17

29

24

73

30

47

17

図６-２．中間支援組織への理解度

（法人格の有無別）

全く理解していない ほとんど理解していない あまり理解していない

それなりに理解している 非常によく理解している
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◎中間支援組織のイメージ 

 中間支援組織のイメージとして最も多かったのが「都道府県レベルの SC（スポーツクラブ） 

連絡協議会」であった。続いて「広域スポーツセンター」（４０．１％）、都道府県の体育・スポーツ

協会（３４．５％）であった。しかしながら過半数を占める組織はなかった。 

 

 
 

 

  

13.6%

8.4%

34.5%

16.2%

17.3%

40.1%

29.0%

12.5%

49.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

市区レベルのSC連絡協議会

スポーツコミッション（第3セクター）

都道府県の体育（スポーツ）協会

市区町の体育（スポーツ）協会

市区町の教育委員会（社会教育）

広域スポーツセンター

都道府県レベルのクラブネットワーク

（クラブ間ネットワーク）

市区レベルのクラブネットワーク（ク

ラブ間ネットワーク）

都道府県レベルのSC連絡協議会

図７．中間支援組織のイメージ（複数回答）
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◎地域スポーツクラブの経営安定に有効な支援策 

 地域スポーツクラブの経営安定に有効な支援策として最も多かったのは「自治体が実施して

いる地域スポーツクラブの指定管理者制度支援事業」であった。法人格を持たないクラブは 

指定管理者制度への参入が難しいことから、法人格を持つクラブにとっては経営安定に非常

に有効な支援策といえる。また、（独法）日本スポーツ振興センター（JSC）が実施している総合

型地域スポーツクラブ対象の「自立支援事業」と「活動基盤強化事業」も有効な支援策といえる。

さらに小学校の「放課後クラブ委託事業」や「学童保育委託事業」などは法人格の有無に関係な

く有効な支援策といえる。 

 

 

55.1%

32.0%

18.4%

15.4%

22.0%

18.4%

12.5%

17.3%

43.7%

43.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

自治体が実施している地域SCの指定管理

者支援事業

自治体が実施している地域SCの放課後ク

ラブ委託事業

自治体が実施している地域SCの学童保育

委託事業

自治体が実施している地域SCの障害児

（者）支援委託事業

自治体が実施している地域SCの介護予防

委託事業

自治体が実施している地域SCの幼稚園・

保育園支援委託事業

日本スポーツ振興センターが実施してい

る総合型SC創設事業

日本スポーツ振興センターが実施してい

る総合型SC創設支援事業

日本スポーツ振興センターが実施してい

る総合型SC活動基盤強化事業

日本スポーツ振興センターが実施してい

る総合型SC自立支援事業

図８．クラブの経営安定に有効な支援策（複数回答）
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◎休日の学校運動の段階的な地域移行への理解度 

 休日の学校部活動の段階的な地域移行に対する理解度に関しては法人格に関係なく 6 割以

上が理解していることが明らかになった（図9）。理解できていない3割強のクラブに対して具

体的な説明が必要と言えよう。 

 

 

  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

法人格あり(n=166)

法人格なし(n=90)

13

8

44

22

92

48

図９．休日の学校部活動の段階的な地域移行への理解度

全く理解していない ほとんど理解していない

あまり理解していない それなりに理解している

非常によく理解している
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◎部活動が地域スポーツクラブに委託される場合の明示条件 

 学校部活動が地域スポーツクラブに委託される場合の条件の明示（複数回答）については、 

8 割のクラブが「学校との連携に関する具体的条件」の明示を希望し、6 割以上のクラブが「行

政との連携に関する具体的条件」「指導者数・指導種目などの具体的条件」の明示を希望してい

る。また、約半数強のクラブが「指導者資格に関する具体的条件」と「学校施設利用・施設管理」

に関しての条件明示を希望している（図１０）。 

 

 

66.9%

80.5%

54.4%

58.4%

47.0%

29.7%

27.9%

64.3%

0.0% 10.0%20.0%30.0%40.0%50.0%60.0%70.0%80.0%90.0%

地域SCと行政との連携についての具体的

な条件の明示

地域SCと学校との連携についての具体的

な条件の明示

学校施設利活用・施設管理に関する制限

の明示

指導者資格に関する具体的な条件の明示

地域SCと行政や学校関係者とのパイプの

作り方の明示

地域SCの経営規模に関する具体的な条件

の明示

地域SCの経営実績に関する具体的な条件

の明示

地域SCの指導者数・指導種目などの具体

的な条件の明示

図１０．部活動が地域スポーツクラブに委託される場合の明示

条件（複数回答）
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◎部活動指導を受託する際の対処策 

 学校運動部活動の地域クラブへの移行において部活動指導を受託する際の対処策（複数  

回答）はまだ明確な対策はないといえる。どのような対処策が有効か判断できないので「何も

せず、しばらく静観する」（34％）が最も多い回答となっている（図１１）。１/4 強のクラブが 

「子どもの発育発達や心理などに精通した指導者の雇用・育成」「初級者指導に精通した指導者

の雇用・育成」を対策と回答している。また、「部活動のガバナンスコードに精通した指導者の 

雇用・育成」を対策として回答したクラブも１/4 弱あり、『いろいろな指導者で対応しよう』と 

模索しているといえる。 

 

 

10.5%

4.1%

34.8%

13.1%

19.9%

16.5%

28.1%

19.1%

23.6%

28.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

その他

対処しない

特に何も準備せず、しばらく静観する

教育委員会の課外活動に関する規則に精通した

指導者を雇用／育成する

学校施設の適切な利活用に精通した指導者を雇

用／育成する

初心者指導に精通した指導者を雇用／育成の充

実して対応する

初級者指導に精通した指導者を雇用／育成して

対応する

複数種目担当できる人材の雇用／育成して対応

する

部活動のガバナナンスコードに精通した指導者

を雇用／育成する

子どもの発育発達や心理などに精通した指導者

を雇用／育成する

図11.部活動指導を受託する際の対処策

（複数回答）
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◎過去５年間の学校利用・連携状況 

 過去 5 年間における地域スポーツクラブの学校利用・連携状況は、「学校体育施設を借りて

教室事業を毎月定期的に実施」（５４．８％）が最も多く、小学校のクラブ活動や中学校の部活動

指導での協力は 2 割強のクラブが実施している（図 12）。また、学校行事や授業支援などを行

っているクラブも約 2 割あるが、学童クラブや放課後クラブの委託事業を受託しているクラブ

は 5％にも満たない状況である。1/7のクラブは学校との連携が殆どないと回答している。 

 

 
 

  

14.0%

23.1%

20.6%

54.8%

9.2%

12.5%

15.8%

2.6%

3.7%

14.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

授業の支援に指導者を派遣している

クラブ活動（小学校）または部活動

（中学校）指導に協力している

各種の学校行事において学校と定期的

に連携している

学校体育施設を借りて教室事業を毎月

定期的に行っている

行政から校庭開放事業を受託して毎月

定期的に実施している

学校体育施設管理の連絡調整協議会の

中心メンバーである

学校体育施設利用の連絡調整協議会の

一員である

放課後クラブ委託事業を受けている

学童クラブ委託事業を受けている

学校との連携はほとんどない

図１２．過去5年間の学校利用・連携状況（複数回答）
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◎地域スポーツクラブにおける PDCAサイクルの実施状況 

 地域スポーツクラブのマネジメントにおいて PDCA サイクルの確立が求められているが、

100％実施しているクラブは全体で５％に満たない状況である（図 13）。法人格を持つクラブ

の 6割弱が 50％以上実施していると回答しているのに対して、法人格を持たないクラブでは

6割が未実施である。 

 

 
 

  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

法人格あり(n=158)

法人格なし(n=81)

15

3

43

9

46

13

11

12

43

44

図13．PDCAサイクルの実施度

１００％実施している ７５％実施している ５０％実施している

２５％実施している 実施していない
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◎地域スポーツクラブが過去５年間に取り組んできた地域課題 

 総合型地域スポーツクラブは地域の課題に取り組むことが求められているが、過去 5年間に

取組んできた地域課題で最も多いのが『子ども』を対象とした「体力向上」「健全育成」「スポー

ツ環境の改善」である（図 14）。また、地域の中高老年期を対象とした「体力向上」「スポーツ 

環境の改善」「介護予防」なども挙げられている。さらに地域の活性化や地域連帯の強化、地域

の人材発掘などにも取り組んでいる。 

 

 

 

  

65.1%

44.1%

32.0%

22.8%

44.2%

29.8%

60.3%

74.6%

77.6%

59.9%

26.1%

27.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%

中高老年の体力向上

中高老年のスポーツ環境の改善

中高老年の介護予防

障がい者・障がい児のスポーツ環境の…

地域連帯の強化

地域の人材発掘

地域の活性化

子どもの健全育成

子どもの体力向上

子どものスポーツ環境の改善

女性のスポーツ環境の改善

女性の体力向上

図１４．過去5年間に取組んできた地域課題（複数回答）



 

14 

 

◎新型コロナウイルス感染拡大後の損失額（2020 年 3 月～2021年 5 月） 

2020年３月から 2021年 5月までに発生した損失額は法人格の有無によって大きく 

異なっている（図１５）。法人格を持つクラブほどコロナ感染拡大後の損失額は大きく、

300万円以上損失しているクラブが約 1／4を占めている。法人格を持つクラブほど専従

のマネジャーや事務職員を雇用していることが多いことから、人件費や事務所の賃借料

などの固定費用が経営を圧迫しているものと推察される。これに対して法人格を持たな

いクラブの約３割が損失ゼロである。 

 

 

  

 

  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

法人格あり

(n=168)

法人格なし

(n=90)

12

1

15

5

57

12

63

43

12

29

図15．新型コロナ感染拡大後の損失額

（2020年3月～2021年5月）

3,001万円以上 2,001万円～3,000万円

1,001万円～2,000万円 501万円～1,000万円

301万円～500万円 101万円～300万円

100万円未満 損失はゼロ
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◎コロナ禍における地域スポーツクラブ経営に最も有効な支援策 

コロナ禍において地域スポーツクラブ経営にとって最も効果的な支援策については、「ウイ

ルス拡散防止グッズ（消毒液、マスク、検温器等）の無料／廉価提供」（５５．１％）、スポーツ庁

の「地域スポーツクラブに特化したスポーツ活動継続サポート事業」（４９．３％）が挙げられて

いる（図１６）。この２つの支援策以外では、約４割のクラブが経済的支援策として「持続化  

給付金(２回目の再交付」、活動場所となる公共施設（学校施設・その他の公共施設）の確保と 

優先利用の保証が挙げられている。主に学校や公共施設を使って活動をしている地域スポ

ーツクラブにとっては、活動場所の利用制限・閉鎖は命取りになりかねないからであろ

う。 

 

 

31.2%

41.2%

39.3%

25.3%

36.4%

24.6%

55.1%

15.8%

8.1%

41.2%

49.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

地域スポーツクラブに特化したIT支援助

成金・補助金事業（経済産業省）

活動場所（公共施設）の確保

活動場所（公共施設）の優先利用の保証

ネット環境・IT環境整備への支援助成

金・補助金

スポーツ器具・用具・備品等の無料／廉

価提供

スポーツ施設継続利用の具体的なガイド

ライン

ウイルス拡散防止のグッズ（消毒液、マ

スク、検温器等）の無料／廉価提供

雇用調整助成金の延長と増額

緊急小口融資制度における規制緩和と金

額の増額

持続化給付金（２回目）の再交付

地域スポーツクラブに特化したスポーツ

活動継続サポート事業(スポーツ庁）

図16．クラブ経営に最も効果的な支援策（複数回答）
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◎中期的（３～５年）に地域スポーツクラブが重視する活動プログラム 

 スポーツクラブが中期的（３～5 年）に重視するプログラムは、子ども対象と高齢者対象が 

最も重視されている（図１７）。学校運動部活動の地域クラブへの移行が話題になる中、「中学生

運動部活動の指導」と回答したクラブが約半数、「小学生スポーツチームの指導」を重視する 

クラブも 4割占めていることが注目される。 
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43.0%

66.2%
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61.4%
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26.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

中年層（４０～６４歳）の運動・スポー

ツ指導

中年層（４０～６４歳）の健康運動・健

康スポーツ指導（メタボ予防）

高齢者（６５歳以上）の健康運動・健康

スポーツ指導（ロコモ予防）

後期高齢者（７５歳以上）の健康運動指

導（ロコモ予防）

高齢者（６５歳以上）のレクリエーショ

ン指導（認知症予防）

こども（幼児・児童）の運動／スポーツ

指導

こども（幼児・児童）の運動遊び・レク

リエーション指導（屋外遊び・屋内遊…

小学生スポーツチームの指導

中学生運動部活動の指導

特別支援学校・クラスでの運動／スポー

ツ指導

障がい者（15歳以上）の運動／スポーツ

指導

若年親子を対象とした運動／スポーツ指

導

職場で働く人の健康経営・運動指導

図17．中期的（３～5年）に重視するプログラム（複数回答）
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◎中期的（３～５年）に地域スポーツクラブが取り組む必要のある人材育成 

  中期的(３～５年)に取組む必要のある人材育成では、全体の 2/3 のクラブが「クラブマネジ

ャーの後継者」と回答し、喫緊の課題であることが明白となっている（図１８）。そしてマネジャー

を補佐する「アシスタントクラブマネジャー」養成の必要性を感じているクラブが約 4 割ある。

また、学校運動部活動の地域クラブへの移行が話題になる中、「運動部活動に特化したスポー

ツ指導者」の育成に取り組む必要性を感じているクラブが 6割弱に上っている。 

担当業務に関しては、「IT 関連」、「広報宣伝」、「経理関連」の人材育成が課題となっており、

複数種目の運動・スポーツ指導ができる指導者の育成も重視されている。健康長寿が政策課

題となる中、高齢者指導と介護予防指導ができる人材育成も必要視されている。 
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15.4%

7.3%

19.4%
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0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

IT関連（HP、Web、オンライン会議）の…

スポーツ施設・用具管理の専任・専従職

公園利用・公園管理の専任・専従職

リスクマネジメント・リスクアセスメ…

マルチ種目の運動・スポーツ指導の専…

野外活動・レクリエーション活動の専…

高齢者指導（含む介護予防）の専任・…

認知症予防（含む介護予防）の専任・…

クラブマネジャーの後継者

アシスタントクラブマネジャー

運動部活動に特化したスポーツ指導者

経理関連の専任・専従職

広報・宣伝（マーケティング・コミュ…

図18．中期的（３～5年）に取組む必要のある人材育成

（複数回答）



 

18 

 

 

◎地域スポーツクラブの今後の経営継続（予定） 

 法人格の有無に関係なく 1 年間以上のコロナ禍を経験した地域スポーツクラブの約 6 割が

通常通り経営を継続すると回答している（図 19）。「規模を縮小して経営継続」するクラブは全

体の約 1 割、「この機会をチャンスと捉え、積極的に仕掛けていく」という意欲的なクラブは法

人格を持つクラブの 2割強、法人格を持たないクラブの約１５%である。一方「経営を継続する

か否かは熟慮中」「未定」と回答したクラブも 1割強ある。 
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法人格あり

(n=167)
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図19.今後の経営継続

通常通り経営を継続

規模を縮小して経営を継続

この機会をチャンスと捉え、積極的に仕掛けていく

場所を変えて経営を継続

融資を受けて経営を継続

経営を継続するか否かは熟慮中

クラブの閉鎖／経営からの撤退

全く未定


